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1．はじめに そこで，本研究では，立川駅と町田駅を対象にし，駅

周辺の公共交通施設と商業施設の開発史と現在の買い物

行動を分析することによって両駅における TOD の展開を

整理することを目的とした． 

日本では高齢社会の到来や地球環境問題への対応を考

えると公共交通指向型都市開発（TOD）への期待が高まっ

ている．TOD とは駅中心に半径約 500m の範囲内に商業施

設や公共施設，オフィス，住宅，オーペンスペースなど

の複合的なコミュニティのことで，住民や従業者にとっ

て公共交通，自転車，歩行，車のどの移動手段を利用し

ても便利である． 

 

2．立川駅と町田駅周辺での公共施設・商業施設の開発

史による TOD の実現性の要因分析 

2.1 立川駅の公共施設・商業施設の開発史 

1889年4月に私鉄であった甲武鉄道株式会社が新宿－

立川間を開通し，立川駅が誕生した．5 年後青梅鉄道が

立川－青梅間に開通した．駅の開設によって駅の北口前

に商店が建ち並び，新しい街の形がつくられた．また，

1929 年には南武線立川－川崎間，そして 5年後五日市線

が開通し，立川駅南口が開設された．これらは交通の要

衝，商業の街としての重要性を増すとともに，立川の発

展の大きな要因であった． 

東京郊外におけるターミナル駅，たとえば，立川駅や

町田駅や千葉駅などでは駅周辺の開発が活発で，商業や

業務などの集積が図られている．図 1と表 1に示すよう

に，都心から同じ距離帯にある駅を比べると，立川駅周

辺では，ものを顕著に売っており，一日の平均乗車人員

当たり年間商品販売額が最も高い．また，人口と世帯数

が多く，事業所数と従業者数も多いと見られる．一方，

たとえば，町田駅周辺では，他駅周辺と比べた場合，売

り上げ効率が低く，一日の平均乗車人員当たり年間商品

販売額も最も低い．TOD 地区には人口があまり多くなく，

事業所数と従業者数も少ない．TOD という点で見ると，

立川駅周辺における TOD が最も充実していると言えよう．  

1940 年 12 月に立川は市制が施行され，飛行場を中心

に軍の施設や軍の需工場が造られ，軍都として発展し，

人口も 5倍以上になった．戦後，立川飛行場に米軍が進

駐し，それ以後，立川は基地の街としての一面を持つこ

とになった．また，北口駅前は多くの大型店舗が続々と

開店し，商業のまちとして発展をしていくことになる．

商業発展により，図 2に示すように立川市全体としての

年間商品販売額が戦後から急増大してきた． 
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図１TOD 地区の乗車人員と年間商品販売額との比較 

 

表１TOD 地区の総合データ（H14 年度） 

駅 売り上げ効率 人口 世帯数 総事業所数 総従業者数
立川 4.18 12378 5829 2801 42740
町田 1.79 8789 4071 2202 28192

八王子 1.37 12482 6063 2431 31812
柏 2.26 9058 4744 2105 26602

船橋 2.22 9058 4744 2085 22763
千葉 2.90 6835 3586 2220 34503  
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図 2立川市と町田市の人口・商業・乗車人員との比較 

 

1976 年 11 月に立川市は国の“第三次都市圏基本計画”

において「業務核都市」に位置づけられ，翌年の 11月に

米軍立川基地約570haが全面返還された．1979年には「立

川飛行場返還国有地の処理の大網」において，大規模公

園や広域防災基地などが設けられ，立川駅に近接した地
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区は業務市街地として，様々な事業が展開されている．

これらのことによって，立川市の人口や事業所・従業者

数がますます増加した． 

1998 年 11 月に多摩都市モノレール上北台 - 立川北間

を開業し，2 年後立川北～多摩センター延伸を開業し，

乗車人員が増加していた．JR立川駅とともに，この新し

い交通ネットワーク形成と，立川市の中心地域の公共交

通の利便性がもっと高まった． 

2．2 町田駅の公共施設・商業施設の開発史 

1908 年に原町田村を通過する横浜鉄道開通したが，人

口が少なく，小さな村であった．1927 年に新宿から小田

原間を私鉄小田急線が開通し，通勤圏の拡大と軍事施設

の建設等により市域の人口は急増した． 

1958 年に町村合併によって町田市が誕生し，同年の 8

月に，町田市は「首都圏整備法」による住宅商業都市に

指定された．ベットタウンとして住宅団地の建設や住宅

造成が急激に行われ，1960 年代後半には，人口増加のピ

ークを迎えてきた． 

東京への人口集中の結果，多くの流入人口を抱えるこ

ととなり，町田市では，事業所および従業者が増大し，

商業も発展してきた．町田駅周辺には既存の商店街が充

実に発展し，大型店舗が続々と出店してきた．1960 年か

ら 1970 年までには多くの食料品スーパーマーケットや

日用品のデパートが開店し，市民生活に密着するサービ

スを提供していた． 

また，当時，国鉄駅と小田急駅が約 700m 離れ，乗客の

乗り換えが非常に不便であった．また，それぞれの駅の

周りに商業施設が分かれていた．駅の位置問題に対して，

1980 年に横浜線町田駅が移転された．横浜線町田駅の移

転により，乗客の利便性が高まれるとともに，集積が進

んだ．駅の移転後，多くの大店舗が開店し，売り場面積

及び年間商品販売額が増加し，町田駅を中心とする中心

市街地は町田市のみならず近隣各市も商圏域とする商業

集積となった． 

 

3．既往商業環境調査により来街者の買い物行動の分析 

立川市と町田市による商業環境調査から，日曜日の来

街者アンケート調査の結果をまとめて，両駅の TOD 地区

における来街者の買い物行動を分析する． 

まず，来街者の属性について，立川駅周辺の来街者は

学生や若者の女性などが多い．立川市民だけでなく，多

摩地域の人が多く買い物しに来る．一方，町田駅周辺の

来街者は町田市民の集中で，次いで神奈川県の人が多い． 

交通手段については，図 3に示すように，立川では電

車を利用する人数が圧倒的に多く，公共交通が便利であ

ると推定できる．一方，町田では，自動車を利用する人

数が多いので公共交通を十分に対応できないと考える． 
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図 3 立川と町田における来街者の交通手段 
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図 4 立川と町田における来街者の利用頻度 

 

利用頻度については，図 4に示すように，町田より立

川では毎日利用している人が多いため，立川駅周辺の施

設が充実していることを推定できる． 

利用の目的については，立川駅では衣類品や電気製品

や化粧品・薬などの買い物が最も多く，次いで飲食であ

る．駅ビル（ルミネ・グランデュオ），伊勢丹，高島屋，

ビックカメラなどの大型店舗に買い物が集中している．

一方，町田では，食料品の買い物の人が最も多く，約 35％

の人が商店街で買い物する． 

市民の買い物地域については，立川市民の半分以上は

立川駅周辺で買い物するので，立川駅周辺の商業施設が

充実していると推定する．一方，多くの町田市民は町田

駅周辺より神奈川県の隣市域や町田市内で買い物してい

るので，立川駅周辺と比べて町田駅周辺の施設が充実し

ていないと考えられる． 

 

4．TOD の評価とまとめ 

公共施設・商業施設の開発史の把握と既往調査の分析

結果よって，立川駅は商業中心の TOD として発展してい

ることを分かった．立川駅では公共交通が便利であり，

駅周辺の商業施設が充実しており，利用者の需要に十分

に対応する．一方，町田駅では，住宅中心の TOD として

発展しており，最近商業発展が進んでいるが，立川駅よ

り充実していない．鉄道のネットワークの利便性が足り

なく，自動車を利用する人が多く，町田市民の需要に十

分に対応していないのではないかと考えられる． 
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